
令和８年７月７日 一般社団法人国立大学病院長会議 会長 大鳥精司

国立大学病院長会議 記者会見



１．国立大学病院長会議総会で
議論された内容等について
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第８０回国立大学病院長会議（６月２５日、２６日）の様
子

第80回国立大学病院長会議の概要

日時：2026年6月25日（木）13:30～17:50

2026年6月26日（金）9:00～11:20

定時社員総会

全体会議

・協議事項

・報告事項

文部科学省講演

「大学病院を取り巻く諸課題について」

講演者：高等教育局医学教育課長

日比 謙一郎 様

厚生労働省講演

「2040年に向けた医療提供体制について」

講演者：医政局地域医療計画課長

西嶋 康浩 様

グループディスカッション

講演の様子
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直面する課題解決に向けたグループディスカッションの実施

各グループディスカッションの様子

テーマ１．臨床教育の在り方について

論点１ 診療参加型臨床実習と初期臨床研修のシームレスな連携

論点２ 働き方改革がもたらす研修の質と労務管理の課題

論点３ 広域連携型プログラムの活用等による研修医の確保

テーマ２．持続的な地域医療体制について

論点１ 行政や医療機関との連携体制

論点２ 医療DXを活用した地域連携の在り方

論点３ 医療従事者の地域派遣における将来像

•グループディスカッションの内容や提言を
各グループより発表し、意見交換を実施

•昨今の国立大学病院を取り巻く重要課題を２つのテーマとして設定し、
 さらに各テーマそれぞれに３つの論点を設定
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グループディスカッションのまとめ

テーマ１．臨床教育の在り方について

•教育体制の危機と改善： 卒前から初期研修への連携不足、予算・教員不足、大学病院での研
修志望者の減少が教育の質を脅かしている。これに対し、「教育専任ポスト」の設置や知
識・技術・姿勢などの多面的評価の導入により、切れ目のない教育体制の構築を目指す。
•DX・生成AIの活用： 研修医の症例経験機会の減少への懸念に対し、VRやAIを活用した効率
的な自己学習による診療能力の養成を推進するとともに、指導医の業務負担を軽減し、教育
の質を維持・向上させる。
•地域定着の促進：地域・診療科の偏在の課題に対し、奨学金支援制度と連動した実効性のあ
る「地域枠」を維持し、研修医の確保及び地域定着を促進する。

テーマ２．持続的な地域医療体制について

•調整役としての大学病院： 今後の医療需要を見据えた地域医療機能の再編・統合において、
大学病院は調整役として自治体と一体となり、データやエビデンスに基づいた「地域医療
構想」の合意形成と、地域全体の最適化を目指す。
•医療DXによる地域連携： 医療情報システムの非互換性や高コストが連携を阻害している。
システムの標準化と運用ルールの整備を推進し、持続可能な連携体制の構築を目指す。
オンライン診療の普及に向けては、実態に即した診療報酬算定ルールの整備が求められる。

•戦略的な医師派遣： 医師偏在の解消に向け、行政、大学、医師会等が一体となった新たな
プラットフォームを通じ、医療提供体制と地域貢献を両立する医師派遣を実現する。
•マルチタスク型医師の育成：地域医療を担う医師が、専門性を活かしつつ総合診療の役割
を果たせるような教育・支援を行い、「マルチタスク型」の医師の育成を推進する。
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２．国立大学病院 令和７年度
決算概要（速報値）
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令和７年度決算（経常損益）については、厚生労働省の医療・介護等支援パッケージ等の支援により令和６年度決算（▲286
億円）より改善する見込みである。今後、令和８年診療報酬改定により収入が増加することが見込まれるが、他方で更なる物価
や人件費等の上昇の状況も注視していく必要がある。また、文部科学省の大学病院機能強化推進事業についても、令和８年度に
繰り越して支援がなされる予定である。なお、現金収支では23大学病院が赤字であったが、経常損益では３１大学病院が赤字の
見込み。

令和7年度現金収支、経常損益 比較（速報）

赤字23大学病院計▲１５８億円（←R6 赤字25大学病院 計▲２12億円）

赤字31大学病院計▲２４４億円（←R6 赤字32大学病院 計▲２８６億円）
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３．外科医療確保特別加算の
届出状況等について
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外科医療確保特別加算の届出状況等について

令和８年度診療報酬改定において、医師の働き方改革及び診療科偏在対策の推進
として、地域の基幹的な医療機関にて、高度手術を実施する体制を整備し、外科医
の勤務環境の改善を図った上で、該当の手術を実施した場合の加算として、「外科
医療確保特別加算」が新設された。
新たな手当等が必要なことから、各大学の届出状況等について調査を実施した。

「届出をできない」と回答のあった２大学
は、歯病と特殊な目的を持った病院のため、
加算算定の対象外であった。従って対象42
病院が全て届出を行う予定。

手当に係る諸規程について、大学本部との
調整及び院内の合意形成に時間を要するな
どしたため、令和８年６月から加算の算定
を開始できなかった大学が半数以上であっ
た。

42
95%

2
5%

１．施設基準の届出について

届出をした（する予定） 届出をしない（できない）

19
45%

9
22%

3
7%

3
7%

8
19%

２．算定開始月(予定を含む)について

令和8年6月～ 令和8年7月～ 令和8年8月～

令和8年9月～ 令和8年10月～ その他
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外科医療確保特別加算の届出状況等について

当該診療科の医師が行った対象手術件数に応じ、当該加算額
の100分の30以上に相当する額を総額とする手当を当該診療
科の医師に支給する事が施設基準となっている。
なお、手当の支給率は各施設の判断に委ねられているため、

支給率は多様であった。
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